
 

（第２号様式）   
令和８年３月31日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立神奈川総合高等学校長  

令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月31日実施） 

    具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①生徒個々の学び

を深め進路実現を

図る教育課程を編

成し、学習意欲と

学力を向上させ

る。 

  

②カリキュラム・

マネジメントを

推進し、教科横

断的かつ探究的

な学びを通して

課題発見・解決

できるグローバ

ルリーダーを育

成する。 

 

③特別活動等を通

して主体性、社

会性、協働性、

創造力等の育成

を図る。 

①履修指導を通して、

生徒の学習意欲と進

路実現するための学

力を育成する。  

 

 

 

②探究学習を通して、

生徒の広い視野を涵

養し、多角的思考力

の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

③学校行事等を通し

て、協働性や主体的

に集団に関わる力を

養い、課題解決に向

かう力や自己実現を

図ろうとする力を育

成する。 

①本校の授業の魅力を整

理・発信し、生徒の関

心や進路との関連を重

視した履修指導を充実

させる。 

 

 

②講演や各行事により、

多様な価値観に触れる

機会を提供する。各教

科における探究的活動

に係る授業研究を推進

する。 

 

 

 

 

③各個人、各集団が目標

や課題を認識し、主体

的、協働的に学校行事

等に取り組めるよう、

事前学習や生徒の意見

交換の場を充実させ

る。 

①効果的な履修指導に

より学習意欲や学力

は向上したか。(履修

登録者数や履修単位

数の推移） 

 

 

②自ら課題を見出し、

多角的に思考しよう

とする生徒の意識を

醸成することができ

たか。（講演の振り

返り、生徒による授

業評価） 
 

 

 

 

③学校行事等におい

て、主体的、協働的

に取り組み、社会性

の獲得や自己実現を

図ることができた

か。（校内外による

アンケート等） 

①履修説明会における生徒
への伝達内容を各教科で
スライド化して、工夫し
てもらい、履修登録者の
増加を図ったが、全体の
履修登録時間数は例年と
大きな変化はなかった。 

 
 
②外部講師の講演会や交流
行事、学外機関連携によ
り、多様な価値観に触れ
る機会を拡大した。
ICT・生成 AI を活用した
探究的授業を促進した。
授業評価は、例年とほぼ
変わらずであった。講演
等の振り返りでは、多様
な価値観への視野の拡大
に関する意見が多く見ら
れた。   

③文化祭では、94.6％の生
徒が主体的に楽しんで行
事に参加できたと回答し
た。振り返りで、話す機
会が今までなかった生徒
との交流のきっかけにな
ったという意見も多くみ
られ、行事の目的を果た
すことができた。 

①履修登録の総時間数に
変化はないが、内訳に
変化があり、フィール
ド科目履修者が減少傾
向にある。生徒の関心
や進路との関連性につ
いての説明会内容を充
実させて履修科目の増
加につなげる。  

②授業改善は時代の流れ
に合わせた継続的な研
究が必要である。生徒
の多角的思考はまだ途
上で、振り返りでは多
面的な姿勢が見られる
ものの、授業内で視点
を深める工夫や、問い
返しや対話的活動によ
る支援が求められる。  

  
 
③一部運営面で課題が残
った。一層運営の質を
高めるとともに、外部
との連携など企画の質
を上げるよう、生徒の
活動を支援していく必
要がある。 

授業の充実や ICT 活用
による学習環境の整
備、多様な価値観に触
れる機会の提供につい
ては評価できる。 
 
ICT導入を進めつつも、
その活用が目的化しな
いよう検討している点
は適切である。 
履修登録数が例年並み
にとどまっていること
や、フィールド科目の
減少傾向が見られるこ
とから、授業の魅力発
信と履修指導の工夫が
求められる。 
「主体性」の捉え方に
ついて委員から指摘が
あったように、評価指
標やアンケート設計の
精緻化を図り、生徒の
学びの質をより的確に
把握する必要がある。 

①履修指導のスライ
ド化や資料整備によ
り指導の標準化が進
み、教員間での共有
が図られたことは成
果である。履修登録
時間数は横ばいであ
り、フィールド科目
の履修者減少が見ら
れるなど履修の偏り
が課題である。 
②ICT・生成AIの活用
や外部講師による講
演等を通じて、生徒
が多様な価値観に触
れ、多角的に思考す
る機会が拡充され
た。探究発表におい
ても一定の成果が見
られたが、質的深化
にはなお課題があ
り、学習効果を意識
したICT活用が十分と
は言えない。 
③学校行事等におけ
る生徒の主体的、協
働的な取り組みによ
り充実感が増したが
企画、運営に一部改
善が必要である。 

①生徒の進路希望や
関心と結び付けた履
修指導を一層充実さ
せ、履修内容の多様
化と適正化を図る必
要がある。 
②探究活動において
は問いの質を高める
指導や対話的活動の
充実を図り、多角的
思考の深化につなげ
ることが求められ
る。ICT・生成AIの活
用については、活用
目的や場面を明確化
し、教育効果に基づ
いた実践へと転換し
ていく必要がある。 
教員研修や授業研究
を継続的に実施し、
組織的な授業改善を
推進することで、生
徒の学びの質の向上
を図る。 
③学校行事等の企
画、運営にあたって
は、生徒の活動を支
援しながら主体性を
育む必要がある。 

２ 
生徒指導・
支援 

①生徒指導・支援

の組織的取組を

推進し、生徒が

安心して学べる

学校づくりを進

める。 

 

 

 

②部活動や課外活

動を支援し、責

任感や連帯感の

涵養を図る。 

①生徒一人ひとりが安

心して学び、自己肯

定感を高められる学

校環境の実現を目指

し、組織的な生徒指

導・支援体制を強化

する。 

 

 

②部活動を通して、主

体性や責任感、連帯

感の涵養を促し、集

団活動の充実及び自

己実現を図る。 

①いじめ・暴力の未然防

止と早期対応に重点を

置き全職員による情報

共有と早期発見及び迅

速対応の仕組みを確

立。年２回のアンケー

トを通じて、生徒の不

安や悩みを早期に把握

する。 

②活動発表の場や、部活

動説明会、部活動表彰

等を充実させ、部活動

の活性化を図る。 

①いじめや暴力、不登

校などの未然防止・

早期対応が組織的に

行われているか。

（いじめアンケート

や SC 等の利用率での

数値確認） 

 
 

②活動実績の他、各

部、各個人が、目標

達成や自己実現に向

けて、計画性を持っ

て活動できたか。

（担当者及びアンケ

ートによる評価） 

① SSW の 利 用 率 24 ％
（30/126）SC 利用率 41％
（59/144）と保護者も含め 
利用があり困っている生 
徒、保護者に対し的確な
対応ができた。 

  いじめアンケートでは早
期な対応ができ重大いじ
め案件となる前に事前に
防ぐことができた。 

 
②すべての部活に対しマネ
ジメントチェックを行っ
ており、計画的に活動で
きた。校内外で多くの成
果発表の場を設けること
ができ、放送部やダンス
部は全国大会に出場する
など成果を残した。 

①様々な問題を抱える生  
 徒に対し学校としてど
こまで対応ができるの
かを見直す必要があ
る。支援が必要とする
生徒は近年多い傾向な
ので全職員で対応でき
るようなシステムが必
要である。 

  
    
②各部の活動方針や役割
分担の明確化、また外
部連携の強化を図る等
により、生徒が主体的
に関わりやすい環境を
整える。その他、協働
を促す工夫で活動の質
を高め、成果の向上を
目指す。 

いじめの未然防止や早
期対応、スクールカウ
ンセラー・スクールソ
ーシャルワーカーの活
用により、安心して学
べる環境づくりが進め
られている点は評価で
きる。 
相談体制の利用が進
み、支援への心理的ハ
ードルが下がっている
点も成果である。 
専門的対応を要するケ
ースも増加しており、
教職員の対応力向上や
外部機関との連携強化
など、組織的支援体制
のさらなる充実が求め
られる。 

①いじめの未然防止
や早期対応を軸とし
た組織的な生徒指導
体制が機能し、SC・
SSW の活用により多く
の生徒・保護者への
支援が行われている
点は評価できるが、
専門的対応を要する
事案の増加や、生徒
の多様なニーズに応
じた居場所づくり、
支援の長期化への対
応が課題である。 
②実績をあげた部活
動があったが、さら
なる向上のため、主
体性や責任感を育む
ことが必要である。 

①外部専門機関との
連携を一層強化し、
医療・福祉分野と連
動した支援体制の構
築を進める必要があ
る。また、教職員研
修の充実により専門
的対応力の向上を図
り、生徒指導に関す
る共通理解を徹底し
ながら生徒の多様な
状況に応じた居場所
づくりを推進し、組
織的かつ継続的な支
援体制の充実を図
る。 
②外部連携を促し、
その関わりの中で主
体性や責任感を引き
出していく。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月10日実施） 

総合評価（３月31日実施） 

    具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 
進路指導・
支援 

①様々な教育活動

をとおして、生徒

が主体的に進路目

標を定め実現して

いく力を育成す

る。 

 

 

②キャリア発達課

題を意識した進

路指導の充実を

図る。 

 

①生徒自身が進路につ

いて考え、行動を起

こせるように進路行

事の開催、進路情報

の提供を行う。 

 

 

 

②より円滑で有効な進

路指導の実現のため全

職員へ向け進路情報の

整理・提供や生徒デー

タの報告を行う。 

①生徒の進路意識を強化

するために進路説明会

や校内模試の事前・事

後指導を実施する。校

外の活動や制度につい

て classroom やガイダ

ンスルーム掲示により

告知する。 

②校内模試の結果を有効

に活用するために職員

向けデータ分析報告会

を行う。進路情報を

teams上で共有する。 

①生徒の校内模試への

理解を深め、取り組

みが向上したか。校

外の活動や制度の利

用件数が増加した

か。 

 

 

②teamsでの情報提供や

報告会をとおして、

生徒の進路状況への

理解が深まったか。 

① 各年次進路説明会を実施
した。校内模試の事前・
事後指導に Benesse マナ
ビジョンを活用するよう
指導した。 
インターンシップ参加人
数：昨年度37→19  
仕事のまなび場参加人
数：昨年度０→１ 
 

② Teams のチャット機能及
び暗号化ファイルサーバ
により進路情報の共有を
行った。模試のデータ分
析については紙面での資
料提供を模試ごとに実施
した。  

① インターンシップ参加
数が半減している。募
集時期の５月には生徒
が夏休みの予定を見通
せるように、ステップ
アップ講座の予定を早
期に示す等参加しやす
い環境づくりを進める 
 
 

② 模試とともに提供され
る Web サービスの Fine
や Compass 等の活用法
について職員への情報
提供を進め、生徒の進
路状況への理解をさら
に深める。 

進路説明会や模試活
用、情報共有の取組に
より、生徒が主体的に
進路を考える機会が確
保されている点は評価
できる。 
進路選択の多様化への
対応やインターンシッ
プ等の体験機会の減少
が課題であり、生徒が
主体的に進路を切り拓
くための機会の充実が
求められる。 

①インターンシップ
参加者の減少が見ら
れ、体験機会の不足
が課題である。 
 
②進路説明会や模試
指導、Teams による情
報共有により、生徒
の進路意識の向上と
指導体制の整備が進
んだ。職員に対する
情報提供を進め、さ
らに進路指導の充実
が必要である。 

①募集時期や周知方
法の見直しにより参
加しやすい環境を整
備するとともに、体
験活動の意義を周知
し、主体的な進路選
択を支える取組を強
化する必要がある。
講座計画の早期提示
や情報提供の充実に
より、生徒の進路形
成を支援する。 
 
②Teams を活用した職
員向け進路情報の提
供、共有をさらに進
めていく。 

４ 
地域等との
協働 

①地域資源を活用

した教育活動を

行い、未来社会

を切り拓くため

の資質・能力を

育成する。 

 

②家庭、地域社会

等との連携・協

働により、持続

可能な社会の創

造を図る。 

①授業やグローバル教

育に係る行事等で外

部資源と連携・活用

し、探究的に社会問

題に向き合い、多角

的に思考する力の育

成を図る。 

②学校・家庭・地域が

相互に連携・協働

し、地域住民や多様

な団体の参画を得

て、子どもたちが地

域社会の一員として

持続可能な社会づく

りに主体的に関わる

態度や実践力を育成

する。 

①外部講師や他校の生徒

を招き、社会問題を議

論する行事を実施す

る。国際交流行事につ

いては、持続可能な実

施を目指す。 

 

②地域住民や関係団体と

連携した体験活動や

学習活動（環境保

全、防災、福祉、伝

統文化、地域清掃な

ど）を年間計画に位

置付けて実施する。 

①自ら課題を見出し、

多角的に思考しよう

とする生徒の意識を

醸成することができ

たか。（講演の振り

返り、生徒による授

業評価） 

②地域・保護者参画行

事の実施回数や地域

課題解決型学習の実

施回数が増加してい

るか。 

① 近隣校と協働した国際
交流行事を実施し、生
徒が多様な価値観に触
れる機会を広げた。ま
た、地域の講演会や外
部イベントを積極的に
案内することで、社会
課題や国際的テーマへ
の関心を高める学習機
会を拡充した。 
 

②地域清掃を実施した他、
一部の部活では地域と連
携して近隣施設での演奏
会を実施することができ
た。 

 防災対策について神奈
川工業高校や二ツ谷小
学校と連携をして防災
訓練を行った。 

① 国際交流や協働イベン
トでは、相手校との調
整に時間を要し、円滑
な連携体制の構築が課
題となっている。ま
た、講演会や交流で得
た学びを授業や探究活
動へつなげる工夫や学
びの深化に向けた指導
の充実が求められる。 
 

②防災備品を個々に小分
けし有事の際にすぐに
対応できるような備品
を検討 

国際交流や地域連携活
動を通じて、生徒が多
様な価値観や社会課題
に触れる機会を確保し
ている点は評価でき
る。韓国やニュージー
ランドとの交流、地域
と連携した防災訓練の
実施などは実践的な学
びにつながっている。
他校との連携や交流事
業において調整の難し
さが課題として示され
ており、持続可能な実
施体制の構築が求めら
れる。 
防災備蓄については数
量的目標の設定など、
より具体的な計画性の
向上が必要である。 

①国際交流や地域連
携活動を通じて、生
徒が多様な価値観や
社会課題に触れる機
会を確保している点
は評価できる。費用
負担の増加や参加機
会の偏りが見られ、
公平な機会の確保が
課題である。 
②近隣校との協働に
よる交流や防災訓練
の実施など、実践的
な学びにつながる取
組も進められてい
る。突発的な受入れ
対応における調整体
制や、防災対策の具
体性にも改善の余地
がある。 

①持続可能な国際交
流の在り方を検討
し、費用や機会の均
衡に配慮した実施体
制の構築を進める必
要がある。 
交流事業の運営体制
や役割分担を明確化
し、組織的な対応力
の向上を図ることが
求められる。 
②地域連携を教育活
動と一体化させると
ともに、防災対策に
ついては備品整備や
運用の具体化を進
め、実効性の高い体
制を構築する。 

５ 
学校管理 
学校運営 

①社会の変化に対

応し、柔軟かつ迅

速に教育課題に取

り組み、社会に開

かれた教育課程の

実現を目指す。 

 

②教育計画とのバ

ランスを図り、

教員の働き方改

革を進める。 

 

①保護者及び地域から

信頼を得られるようホ

ームページや説明会等

の内容を充実させ、社

会との関係を構築す

る。 

 

②教育計画と整合性を

保ちつつ、校務の適

正化、教員の負担軽

減、ワークライフバ

ランスの改善に向け

た業務改革を具体的

に進める。 

①ホームページ更新の頻
度を上げ、掲載情報も
充実させるとともに、
学校説明会等で提供す
る情報の最適化に努め
る。 

②業務の精選と ICT 化に
よる効率化、職員間で
の業務分担の明確化と
協働の仕組みづくりを
各グループで行う。 

  

①ホームページで教育
活動の周知ができて
いたか（アクセス
数）。効果的な説明
会を実施できていた
か（アンケート）。 

②各グループで改善点
があったか。校務分
掌の満足度や実感値
で実効性を確認する
（アンケート、ヒア
リング）。  

①ホームページやリーフレ
ットの情報を整理し、広
報の工夫に努めた。ＨＰ
アクセス数は把握するこ
とができなかったが、翔
鷗祭の中学生とその保護
者来場者数が前年度 1828
人から今年度2769人に増
加し前年度比 151.5％を
達成した。 
学校説明会についても、
入学後のミスマッチを防
ぐために、必要な情報伝
達に力を入れた。 

②電話受付の課業時間外の
廃止 teams チャットなど
オンライン上の対応で業
務の効率化を図った。 

①引き続き、ホームペー

ジの見やすい構成作り

に努める。また、行事

や部活動など学校生活

に関する情報を更新し

ていく必要がある。 

学校説明会の効率化と

ニーズに対応した企画

を検討していく。 

 

 

②業務の精選や業務分担

の見直し、業務バラン

スの可視化など更に推

進必要。 

ICTの活用による業務改
善や Teams の運用見直
しなど、組織的な業務
効率化の取組は評価で
きる。広報の工夫によ
り学校の魅力発信が進
み、志願者増加につな
がっている点も成果で
ある。学校の特色を明
確に打ち出した広報戦
略や SNS 活用の検討は
今後の発展が期待され
る。 
数値目標や成果指標の
明確化により外部への
説明力を高めること、
教職員の働き方改革の
さらなる推進が求めら
れる。 

①広報活動の工夫に
より学校の魅力発信
が強化され、来校者
数の増加など具体的
な成果が見られる。 
②ICT の活用による業
務効率化や情報共有
の改善により、学校
運営の円滑化が進ん
だ。業務負担の偏り
や業務の精選が十分
とは言えず、働き方
改革の推進に向けた
課題が残されてい
る。各取組の成果を
客観的に示す指標の
整備や可視化も不十
分である。 

①本校の多様な資源
を今後も魅力的に発
信できるようつと
め、ホームページや
リーフレット作成を
工夫する。 
②ICT 活用をさらに推
進し、効率的な業務
体制の構築を進める
ことが求められる。
また、業務の精選や
分担の見直しを進
め、業務量の可視化
による負担軽減を図
る必要がある。取組
の可視化と継続的改
善を図り、持続可能
な学校運営の実現に
つなげる。  


